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Earthquake reinforcement is being promoted for road bridges in Japan that are located on emergency transport roads. On the other hand, 

there are many things that are not on emergency transport roads but are highly important and are managed by municipalities. The purpose 

of this paper is to use a database to investigate the progress of seismic reinforcement and disaster risk of road bridges managed by 

municipalities. 

 

１． はじめに 

 国内の道路橋では，主に緊急輸送道路上にあるもの

について耐震補強が推進されている．国土交通省によ

れば，2023年 3月末時点での緊急輸送道路上の道路橋

（複数径間で橋長 15 m以上）の耐震補強進捗率は 81%

と報告されている[1]．一方で，市町村が管理する道路橋

には，比較的小規模で緊急輸送道路上に無いものの住

民の生活圏にあるものも多い[2]．例えば地震災害時に

は自宅から避難先までの経路上に立地するなど，地域

住民にとっては災害時にも重要性の高い道路橋もある

と考えられる．そこで本研究では，地震災害時の避難

を想定して，市町村が管理する小規模道路橋の耐震補

強の進捗状況が住民の徒歩避難に及ぼす影響を検討す

ることを目指す．本稿では，埼玉県の市町村が管理す

る小規模道路橋の耐震補強の進捗状況と災害リスクに

ついて，データベースを活用して調査することを目的

とする． 

２． 使用データと研究の流れ 

 全国道路施設点検データベース[3]（以降，道路施設

DBと称す）の掲載情報（施設名，道路管理者名，起点

側位置，橋長，新設設計時の適用基準，耐震補強の状

況等）を利用した．データベースに掲載されていた埼

玉県内の市町村（政令指定都市さいたま市を除く）が

管理する道路橋数は 2023年 8月 31日時点で 15,317橋

であった．そのうち所在地を確認できた 15,294橋の分

布を Figure1に示す[4]．本研究では，この 15,294橋につ

いて Figure2に示す手順に沿って，小規模で耐震補強が

未着手なものの，生活圏内に立地し住民にとって災害

時にも重要とされる道路橋を抽出した． 

３． 道路橋の抽出 

(1)小規模な道路橋 

 道路施設DBにて橋長が 15 m未満の道路橋を抽出し

た結果，対象の 15,294橋のうち 12,538橋が該当した[5]． 

(2)耐震補強が未着手の道路橋 

道路施設 DB の「新設設計時の道路橋示方書の適用
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Figure 1 Subject Road bridges in Saitama Prefecture 

Figure 2 Flowchart 
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基準」欄が，「S46 耐震設計指針より前」「S46 耐震設

計指針」「S55 道示」「H2 道示」または「不明・空白」

に該当する道路橋は 12,051橋であった（Table2の赤枠）．

次に，道路施設 DBの「耐震補強の状況」欄で「性能 3

を満たさない」または「空白」と記載された道路橋と

して，11,709橋が該当した．  

(3)強地震動の作用が想定される道路橋 

Figure3 に示す確率論的地震動予測地図の 2024 年度

版「すべての地震を含む最大ケース」で 50年以内にお

ける発生確率が 2%の計測震度[6]を用いた．震度 6強以

上の地震動の作用が想定される道路橋は，8,920橋（震

度 6強：4,883橋，震度 7：4,037橋）であった． 

(4)指定緊急避難場所から 500 m圏内の道路橋 

 指定緊急避難場所データ[7]を利用した．Figure4 に想

定震度分布に指定緊急避難場所の所在地をマッチング

した結果を示す．また，Figure5に示すように，指定緊

急避難場所 2,598 件から半径 500 m 圏内に含まれる道

路橋を調査した結果，全 15,294 橋の 44.0%にあたる

6,729橋が該当した．そのうち，橋長 15 m未満は 5,595

橋であり，さらに耐震性能が高くなく，強地震動の作

用が想定される道路橋は 4,345 橋であった．その内訳

を市町村ごとに集計すると，最も多い市町村で 54 橋，

少ない市町村では 0橋であった．  

４． おわりに 

 埼玉県の政令指定都市を除く市町村が管理する道路

橋を対象として，小規模で，強地震動に見舞われる可

能性があり，耐震補強が未着手あるいは不明で，災害

時に住民が利用する可能性のある道路橋を調査した．

対象の 15,294 橋の約 28.4%に相当する 4,345 橋が該当

する結果を得た．今後はネットワーク解析を通じて，

地震災害時に想定される利用者数を推定し，道路橋の

耐震補強と避難経路について検討する予定である． 
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Figure 4. Distribution of evacuation facilities 
where strong earthquake motion is expected 

Figure 5. Distribution of road bridges located 
near evacuation sites 

Figure 3. Distribution of road bridges where 
strong earthquake motion is expected 

Table2. Number of seismic retrofitting road bridges 

橋長(m) 0≦x<5 5≦x<10 10≦x<15 15≦x 空白 合計(橋)

H8道示以降 300 116 71 236 34 757

H2道示以前 1479 816 395 972 290 3952

不明 4580 1846 608 686 458 8178

空白 1631 473 223 67 13 2407

合計(橋) 7990 3251 1297 1961 795 15294
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